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(1) 全国銀行協会「ブロックチェーン技術の活用可能性と課題に関する検討会報告書」





























































２. ブロックチェーン技術を活用した仮想通貨による決済  




















                                                   
(2) 金融審議会決済業務等の高度化に関するワーキング・グループ報告（2015 年 12 月
















































（図表 2：ブロックチェーンの基本的な仕組み）  
 
（出典：全国銀行協会「ブロックチェーン技術の活用可能性と課題に関する検討会

















（図表 3：フォークの概念図）  






2.2  仮想通貨（ビットコイン）の仕組み 

























の作業が「Proof of work」（以下、PoW）と言われている。 
この PoW にかかる時間は、「Nonce 値」を総当たりで試す計算能力次第である。「タ
ーゲット」が難しくなれば、時間を要することとなるが、ビットコインのネットワー
クでは新たなブロックが作成されるまでの時間が 10分程度になるようネットワーク全
体で調整されている。調整は 2016 個のブロックが生成される毎に実施される。 
ビットコインの発行は有限であり、2009 年以降 4 年に一度、発行されるビットコイ






                                                   












































































する(4)。日本における仮想通貨は、2017 年 6 月 11 日に施行された「改正資金決済法」
において以下の通り規定されている。 
 















   ア）支払い手段となること 


















                                                   
(4) 片岡義広（2016）「第 3回 仮想通貨の規制法と法的課題（上）」商事法務 1076 号および



















2.4  MTGOX 破産にかかる仮想通貨の引渡し請求 
改正資金決済法施行前において、仮想通貨の法的な位置付けが争点となった判例と





















                                                   















































いる。ビットコインの使用を禁止する理由は、2017 年 9 月 13 日に NIFA（National 
























































されるようになっている。2014 年 3 月 25 日に IRS（Internal Revenue Service）
は、ビットコインは通貨ではなく資産であると通知している(9)。2015 年 9 月 17
日に CFTC（Commodity Futures Trading Commission）は、ビットコインのよう
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し、2017 年 7 月 3 日に民主党議員が電子金融取引法の改正等を提案した。その
中では、①仮想通貨の価値への国家による無保証、②仮想通貨と現行通貨との
無交換性、③仮想通貨バブル崩壊から経済に混乱を招く可能性、といった問題
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に対処する必要性が指摘された(14)。2017 年 8 月には金融電子取引法の改正案が
提出され、仮想通貨取引業者を法律の適用範囲内に入れることを目的に、主に
仮想通貨業者の形式要件が定められた(15)。さらに、同年 9 月 3 日には、FSC
（Financial Supervisory Commission）が、KTFC（Korea Fair Trade Commission）














（4） EU 諸国 
ビットコインが流通し始めた当初、EU 諸国ではビットコインに対して比較的
容認する立場であった。2014 年 9 月 14 に発表されたイングランド銀行のレポー
トでは、仮想通貨には決済通貨システムと新しい通貨の形として 2 種類のイノ
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まってきた。2017 年 5 月にはドイツのブンデスバンクの高官が「市中銀行マネ
ーは市中銀行に請求できるが、仮想通貨には何の裏付けもない。ビットコイン
は実際に本名も知られていない者に作り出され、誰も知らないコミュニティに
よってそのルールが決められている」と指摘している (19)。2017 年 12 月 4 日に
はフランスの金融市場監督庁とプルーデンス規制・破綻処理庁が共同でビット
コインの投資に対して警告を発している (20)。このように EU 各国からの警告を受
け、2018 年 1 月 18 日には、フランスのルメール経済・財務相がドイツのアルト















適正な機能に及ぶものではない。仮想通貨の投資者は SFA（Security and Futures 
Act）や FAA（Financial Advisers Act）の保護も受けない。」と述べている。
すなわち、仮想通貨自体への規制ではなく、その使われる目的を注視する姿勢
                                                                                                                                                               
https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/46
8210/UK_NRA_October_2015_fina l_web.pdf 
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(21) 日本経済新聞 2018 年 1 月 19 日夕刊 3 面 
(22) MAS , Media Release , MAS to Regulate Virtual Currency Intermediaries for Money 










































                                                   






























































































































































































































有価証券と見る見方、第五に電子マネーを金券と見る見方である (24)。  
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